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機密性２ 

(1) 今夏の供給力の見通し  
 

＜最大限の融通を行った場合の需給バランスの比較＞  

                   東京電力管内  東北電力管内  

    想定需要（抑制基準）   6,000万kW    1,480万kW  

    供給力見通し（融通後）   5,380万kW     1,370万kW  

       必要な需要抑制率   ▲10.3％      ▲7.4％  

    （注）各電力管内の想定需要（抑制基準）は、昨年並みのピークを想定。  

 

(2) 需要抑制の目標  
•  余震の影響や老朽火力の昼夜連続運転等の技術的リスクを勘案し、東京・東北

電力管内全域において目標とする需要抑制率を▲15％とする。  

• 大口需要家・小口需要家・家庭の部門毎の需要抑制の目標については、均一に
▲15％とする。 （注）需要家には、政府・地方公共団体を含む。  

（注）ピーク期間・時間帯（７～９月の平日の９時から２０時）における使用最大電力の
抑制を原則とする。 

 今夏の供給力見通しと需要抑制の目標  



機密性２ 

需要面の対策  

(1) 大口需要家（契約電力500kW以上の事業者）  

•  大口需要家は、具体的対策について、計画を策定・実施。 

• 電気事業法２７条の活用準備。  
 

(2) 小口需要家（契約電力500kW未満の事業者）  

• 具体的な抑制目標と、各々の事業形態に適合した自主的な計画を策定・公表。  

•  政府は、「節電行動計画の標準フォーマット」を活用した節電取組の周知、小口需要
家に対する巡回節電指導や出張説明会を実施。 等 
 

(3) 家庭  

• 「家庭の節電対策メニュー」の周知、節電教育等を通じ家庭の取組を促進。  
 

(4) 国民運動に向けた取組  

・ 電力需給状況及び予想電力需要の「見える化」。 

・ 電力需給が逼迫した場合の「需給逼迫警報（仮称）」と計画停電可能性の周知。 等 
 

○今夏以降の需要対策として、省エネルギーの一層の推進、スマートメーターの導入促
進、ガスの活用等を図る。 



機密性２ 小口需要家の節電行動計画フォーマット（オフィスビルの例） 

※フォーマットは、オフィスビル、卸・小売店、食品スーパー、医療機関、ホテル・旅館、飲食店、学校、
製造業（工場）を用意。 



機密性２ 家庭の節電対策メニュー（抜粋） 



機密性２ 

対策やフォーマットの詳細は、下記をご覧下さい。 
 

（電力需給緊急対策本部） 
http://www.meti.go.jp/earthquake/electricity_supply/0325_electricity_supply.html 

 

（節電－電力消費を抑えるには） 
http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html 

 
 

節電へのご協力を、よろしくお願いいたします。 
 

http://www.meti.go.jp/earthquake/electricity_supply/0325_electricity_supply.html
http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html

	� 「夏期の電力需給対策について」�（平成２３年５月１３日電力需給緊急対策本部決定）�（ポイント） 
	 今夏の供給力見通しと需要抑制の目標 
	需要面の対策 
	Slide Number 4
	Slide Number 5
	Slide Number 6

